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研究成果の概要（和文）：本研究は、児童養護施設における就学支援（学習と進路の支援）、とりわけ、児童養
護施設に入所中の段階で、義務教育修了後に焦点をあてた就学支援に必要な支援内容は何かを明らかにすること
を目指した。そのために、児童養護施設関係者への聞き取り調査と全国の児童養護施設を対象にした質問紙調査
（回答者は施設職員）を実施した。その結果、児童養護施設では一定の学習支援が行われているが、経済的な面
で進路選択に制約があること、児童の抱える課題の難しさ、退所後を支える資源の不足、などが支援上の困難と
して職員に強く認知された。大学等への進学のための支援では、経済的支援のニーズが突出して多く認知され
た。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify what kind of supports are necessary 
for learning and career for children in foster facilities, especially , after the completion of 
compulsory education . For that purpose, we conducted an interview survey on children's care 
facilities and a questionnaire survey on child foster facilities. As a result, although certain 
learning supports have been carried out at the child foster facilities, there are restrictions on 
the career choice in terms of economics, the problem of the child, the lack of resources supporting 
post-retirement, etc. ware strongly recognized as difficulties on supports. For the support of 
universities admission, the need for economic support has prominently been acknowledged.

研究分野：臨床心理学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

児童養護施設とは児童福祉施設の一つであり、

家庭での養育が困難な１歳から概ね 18 歳の子

どもたちを家庭に替わって養育する施設である。

厚生労働省（2017）によると、児童養護施設は

全国に615施設設置され、32,605人の子どもが

そこに暮らしている。また、近年、児童虐待を

受けた児童が増加しており、児童養護施設では、

これまで以上にきめ細やかな養育が求められて

いる。しかし、森（2009）は、児童養護施設の

職員数の配置基準は決して十分ではなく、その

ような構造的な弱さが子どもたちへの丁寧な養

育を保障する上での障壁となっていると指摘し

ている。児童養護施設入所以前からの家庭環境

と限られた資源の中での子どもたちの育ちは、

一般家庭との格差を生む。その１つに、児童養

護施設における大学等への進学率の低さが指摘

される。厚生労働省（2017）によると、児童養

護施設児童（以下施設児童と省略する）の大学

等への進学率は 12.4％であり（全高卒者

52.2％）、全高卒者に比べて顕著に低いことが

明らかにされている。また、全国児童養護施設

協議会（2006）の調査では、施設児童の高校中

退率は全国平均と比較して約3倍以上であるこ

とが指摘されている。 

蛯沢（2013）は当事者の立場から、「児童養

護施設からの大学進学は、経済的・学力的・精

神的に厳しいのが現実だと思います。」と述べ

ている。このような厳しさを受け、近年、児童

養護施設での学習と進路を阻害する要因の把握

が試みられてきている。たとえば坪井（2013）

は、児童養護施設職員は学習支援よりも生活支

援や心理的ケアを重視する傾向を指摘している。

また、妻木（2011）は、施設児童集団の中にあ

る雰囲気が学習阻害の一要因であると指摘して

いる。一方で、施設児童への学習支援の実践も

見られてきている。たとえば、森山（2013）は、

施設児童を対象に専門として取り組む学習支援

活動を報告している。   

しかし、児童養護施設における支援のあり方

について早川（2013）は、一般家庭と児童養護

施設との間の格差のみならず、時にそれ以上に、

児童養護施設間で格差があり、これらの格差は、

義務教育修了後にいっそう顕著になると指摘し

ている。にもかかわらず、これまでの研究は、

幾つかの児童養護施設への聞き取り調査の段階

に留まっており、児童養護施設における就学支

援（学習と進路の支援）について、実証的に明

らかにした研究はない。さらに、施設児童への

就学支援において、児童養護施設が果たす役割

を明らかにした研究はない。 

 

２．研究の目的 

そのため、本研究は、児童養護施設関係者への

聞き取りと質問紙調査を通して、就学（学習と

進学）の支援に関する現状と施設職員のニーズ

を把握し、児童養護施設内外で取り組むべき支

援の内容を明らかにすることをめざす。 

 

３．研究の方法 

Ⅰ．児童養護施設関係者への聞き取り調査 

2015年8月～12月にかけて、児童養護施設関

係者を対象に、半構造化面接による聞き取り調

査を行った。 

調査協力者は、児童養護施設出身者1名、児

童養護施設職員3名、児童養護施設における学

習を専門に支援する学習支援者2名であった。

また、聞き取りの質問内容は、基本情報（年齢、

現在の仕事の年数、保有資格、現在の職務内容、

施設の児童数）、支援体制・内容に関する質問

（施設児童の学力の全体的傾向、学習環境、学

習支援、学習支援で効果のあった取組みや力に

なってくれた人的・物的資源)、進路の支援に関

する質問（進路について職員と話し合う機会の

有無と内容、進路を考える上で大切にしたいこ

と、進路支援上の課題、進路選択と進路の実現

で効果のあった取組みや力になってくれた人

的・物的資源）、から成っている。 

 

Ⅱ．全国の児童養護施設への質問紙調査 



聞き取り調査で得られた着眼点を踏まえて質

問紙を作成し、全国の児童養護施設601施設を

対象に郵送による質問紙調査を実施した。調査

項目は、基本情報（施設規模、施設の所在地域、

入所定員、児童数、ボランティアや実習生の受

け入れ状況、回答者の属性、児童への関わり、

外部との連携、退所後の支援の有無）、学習環

境（学習場所と学習時間、職員の学習への関わ

り、学習ボランティアや塾の活用状況）、学習

と進路の支援におけるニーズ（学習支援に求め

るもの、進路の支援で大切にしていること、進

路の支援で困難を感じること）、高校中退に関

する項目（高校中退の原因、高校中退後に困っ

たこと）、大学等への進学に関すること（進学

支援に必要な人的・物的資源、大学等の中退と

中退後に困ったこと）、児童養護施設退所後に

必要な支援、から成っている。 

 なお、これらの聞き取り調査および質問紙調

査にあたっては、大阪教育大学倫理委員会の承

認を得て行った。 

 

４．研究成果 

Ⅰ．児童養護施設関係者への聞き取り調査 

１）支援における現状と課題 

児童養護施設における就学支援の現状とニー

ズに関する聞き取り内容を整理した結果、以下

のような現状と課題が明らかになった。 

①施設入所以前からの子どもの状況の厳しさ 

施設児童は多くの場合、入所以前から厳しい

環境に置かれ、発達課題や心の傷を抱えている。

その支援が非常に難しい。 

②児童養護施設が抱える構造的な問題 

マンパワー不足、職員と施設児童の関係の継

続性の問題、奨学金獲得に関する情報量に関す

る施設間格差、など、児童養護施設が抱える構

造的な問題がある。 

③進学に関わる経済的な問題 

大学等へ進学するための奨学金を獲得するに

は多大な努力が施設児童に求められる一方で、

中退すれは奨学金が借金に一転するというリス

クがある。 

④児童養護施設退所後の困難 

施設退所後の住居の確保、保証人がいないこ

とで発生する問題、成人後の生活サポートがな

いこと、など児童養護施設退所後を支える資源

が不足している。 

⑤大学進学のメリットの低下と経済的自立 

大学進学が就職に結びつかない場合もあり、

経済的なリスクと負担を考えると、安易に大学

等への進学を児童に勧めることができない。 

２）就学（学習と進路）支援におけるニーズ 

これまで述べてきたような児童養護施設にお

ける就学支援の現状と課題をふまえながら、児

童養護施設における就学支援のニーズを以下の

ように整理した。 

①個別的ケアの理念 

 児童養護施設における就学支援は、個々の子

どもが持つ資質を伸ばし、将来に最善の選択を

するためにあるべきである。大学等への進学率

が向上するというのはわかりやすい成果だが、

それだけを目的にするのではなく、施設児童そ

れぞれの多様な学習と進路のニーズを見据える

姿勢が根幹に求められる。 

②大学等への進学に関わる経済的支援 

 個別的ケアの理念を前提にしながら、大学等

への進学を希望する施設児童には、経済的負担

が最大の障壁になっている。進学する力と意欲

を持つ児童を支えるために、児童養護施設対象

の奨学金制度の拡充や学費の免除などの経済的

支援が緊急に求められる。 

③学習支援の拡充と個別化 

 中学生への通塾費用の支給があることは大き

な進歩である一方、高校生や小学生の学習を支

える学習ボランティア活用や通塾費用の使い道

を柔軟にできることなど、支援の充実と個別化

が望まれる。 

④学習の定着力が弱い子どもへのアプローチ 

 発達障害の診断を受けている、または発達障

害が疑われるなど、学習に関して、通常のやり

方ではなかなか定着しないケースがある。その



ような施設児童への学習アプローチを開発する

必要がある。 

⑤児童養護施設退所後への支援 

 保証人がいない場合を代替する制度的枠組み、

経済的支援、相談できる人や施設などが必要で

ある。自立援助ホームなども設置されているが、

その数は十分ではないため、児童養護施設を退

所した後を支える社会的枠組みを確立・拡充す

るべきである。 

 

Ⅱ．質問紙調査 

 質問紙調査の結果、197施設（回収率約33％）

から回答を得ることができた。その結果、以下

のようなことが明らかになった。 

１） 基本情報 

児童養護施設の所在地は、都市部が 28.4％、

郊外が55.3％、山間部が10.7％であった。施設

の形態は、大舎制が45.2％、中舎制が18.3％、

小舎制が28.9％、その他が7.6％であった。 

２）学習支援の活用状況 

①学習ボランティア等（施設内） 

学習ボランティアや家庭教師の活用（施設内）

について、「全員利用」「希望する子どもが利用」

「必要性があると職員が判断した場合に利用」

を合わせた回答の割合は、小学生が67.0％、中

学生が69.5％、高校生が43.2％であり（いずれ

もn=197）、こういった資源を一定程度活用して

いることが認められた。学習ボランティアや家

庭教師を利用できない（しない）理由について

は、小学生で「適切な支援者が見つからない」

が58.1％と最も多く(n=62、複数回答可)、中学

生でも同様に「適切な支援者が見つからない」

が53.6 ％と多かった（n=56、複数回答可）。一

方で、高校生では、「子どもが希望しない」が

46.2％で最も多かった（n=106、複数回答可）。 

②学習塾（施設外）  

 学習塾の活用状況について、「全員行ってい

る」「希望する子どもが行っている」「必要性が

あると職員が判断した子どもを行かせている」

を合わせた回答は、小学生で20.3％、中学生で

81.1％、高校生で 31.5％だった(n=197)。塾を

利用しない（できない）理由については、小学

生では「すでに学習ボランティアや家庭教師を

利用している」が27.2％で最も多く、次いで「費

用の問題」が25.8％だった(n=151、複数回答可)。

中学生については、「子どもが希望しないため」

が31.0％で最も多く、次いで「すでに学習ボラ

ンティアや家庭教師を利用している」が27.6％、

「施設の立地の問題」と「通塾が子どもの状態

に適さない」がともに24.1％だった（n=29、複

数回答可）。高校生については、「子どもが希望

しない」が63.5％で最も多く、次いで「費用の

問題」が23.8％だった（n=126、複数回答可）。 

３）就学（学習と進路）支援におけるニーズ 

①学習支援 

児童への学習に関わる上で職員が感じること

として、以下のような事柄に「よくあてはまる」

「少しあてはまる」と答えた施設の割合（n=197）

は、「学習の定着力が弱い子どもへの関わり方が

わからず困っている」が 77.6％、「施設の職員

数の不足から丁寧に子どもに関わることができ

ない」が 77.1％、「児童が抱える学習以外の課

題が大きく、学習支援が本人に届かない」が

74.6％、「職員の配置換えや離職等で児童との関

係の継続に困難がある」が 43.2％、「児童の突

然の措置変更等で児童との関係の継続に困難が

ある」が 15.2％、「学習を支援してくれるボラ

ンティアが見つからない」が 43.7％、「学習ボ

ランティアをもっとうまく活用したい」が

74.1％、「学習を求めることが過度な負担になる

児童もいる」が 82.7％、「通塾費用の予算額を

拡大して欲しい」が 63.5％、「通塾費用の対象

や使い道を拡大して欲しい」が 70.1％、「児童

の目標や将来展望を形成することが難しい」が

77.2％だった。 

②進路支援 

 児童の進路を支援する上で職員が重視してい

ることとして、「児童の希望や意向が尊重される

こと」が98.5％、「就職に有利である」が84.2％、

「児童の適性と進路選択とのマッチング」が



96.9％、「お金があまりかからない」が71.1％、        

「児童が目標を持てるよう支え励ますこと」が

97.0％、「幅広い知識や教養を身に着けることが

できる 」が79.2％、「就いた仕事や進学先でや

りがいを感じられること」が 96.0％、「児童と

保護者との関係に関すること」が 83.2％、「経

済的に自立してやっていける見込みがあるこ

と」が 97.0％、「児童を取り巻く関係者間の意

見を調整すること」が86.3％だった（n=197）。 

 進路に関する指導や支援で職員が困難を感じ

ていることとして、「よくあてはまる」「少しあ

てはまる」と回答した者の割合（ｎ=197）は、 

「経済的な面で進路選択に制約があること」が

91.9％、「児童の健康上の問題（身体的・精神的）」

が 63.0％、「保護者の理解が得られないこと」

が53.3％、「児童に対人関係の不安定さがある」

が 88.8％、「児童の抱える心理的な問題へのケ

ア」が 86.8％、「低学力など、学習面の課題が

ある」が 94.4％、「施設退所後に住む場所の確

保が難しい」が 86.3％、「施設退所後を支援す

る施設がない」が 84.3％、「保証人になってく

れる人がいない場合がある」が 83.3％、「親子

の関係の再統合が難しい」が 83.3％、「本人の

意向や希望を尊重したくても出来ない場合があ

る」が 86.3％、「施設退所後に児童が頼れる人

がいない」が79.7％だった。 

４）大学等への進学と中退 

 児童の高校中退の経験について、79.2％の施

設（n=197）が「ある」と回答しており、高校中

退後に困ったこととしては、「本人が仕事をして

いく自信を持てない」と「仕事がない」が同じ

く46.8％で最も多かった（n=156、複数回答可）。 

 これまでに大学等へ進学した児童がいるかに

ついては 87.3％の施設が「いる」と回答し

（n=197）、大学等への進学の支援で苦労したこ

とは、「進学にかかる経済的な問題」が 96.5％

（n=172、複数回答可）と突出して多かった。一

方で、大学等へ進学した児童がいると回答した

施設のうち、中退を45.9％の施設が経験してお

り（n=172）、大学等の中退後に困ったこととし

ては、「奨学金を返済しなければならない」が

48.1％で最も多く、次いで、「別の大学や専門学

校等に進学するためのお金がない」と「住む場

所を確保できない」が同じく 36.7％だった

（n=79、複数回答可）。 

 児童養護施設退所後を支援する上で必要な事

柄としては、「生活や就学のための経済的補助」

が 84.3％と最も多く、次いで、「低い家賃で住

めるところ」が 79.7％、「保証人がいない場合

を支援する制度」が 70.1％、「進路や生活など

についてなんでも相談できる人」が69.0％だっ

た（n=197、複数回答可）。 

 

Ⅲ．総合考察 

 質問紙調査の結果から、児童養護施設におい

て、学習ボランティアの活用や通塾等の学習へ

の支援は一定程度行われていることが明らかに

なった。児童への進路の支援で職員が重視する

ものとして「児童の意向や希望が尊重されるこ

と」の割合が最も高い一方で、進路の支援では、

経済的な面で進路選択に制約があること、児童

が抱える課題の難しさ（対人関係、低学力、心

理的問題）、児童養護施設退所後を支える資源が

足りないこと（保証人、住む場所、頼れる人が

いない）が強く困難として職員に認知される傾

向があった。職員が強く望みながらも児童の希

望や意向を経済的な理由で進路決定に反映で

きない場合があるという現実は重い。退所後

のケアを含め、児童の最善の利益を実現する

ための継続性のある支援が求められる。大学

等への進学に関わる困難としては、進学にかか

るお金の問題が極めて強く認知されており、返

済の必要がない施設児童対象の奨学金や授業料

免除が拡大される必要がある。児童養護施設退

所後に必要な支援として、「生活や就学のための

経済的補助」「低い家賃で住めるところ」が上位

にあがる一方で、「保証人がいない場合を支援す

る制度」「進路や生活についてなんでも相談でき

る人」も上位にあがり、経済的支援と人的支援

の両方が求められることが確認された。 
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